
1　都道府県別事業所数（民営）と従業者数の割合（平成26年）

注）　事業所数、従業者数ともに全国上位10位までの都道府県を掲載
資料　総務省「平成26年経済センサス‐基礎調査（確報）結果」（平成28年2月）
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東京都は、事業所数、従
業者数ともに全国の1割
以上を占めています。
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2　産業別、全国売上（収入）金額に占める東京都の割合（平成26年）

注）　売上（収入）金額は、必要な事項の数値が得られた民営事業所を対象として集計した。
なお、事業所ごとの把握が困難な一部の産業（※）においては調査及び集計をしていないため（単独事業所を
除く。）、総務省統計局の試算値を掲載した。

資料　総務省「平成26年経済センサス‐基礎調査（確報）結果」（平成28年2月）

農林漁業（個人経営を除く）（3.6兆円）

鉱業，採石業，砂利採取業（1.3兆円）

※建設業（91兆円）

製造業（309.4兆円）

※電気・ガス・熱供給・水道業（26.1兆円）

※情報通信業（47.3兆円）

※運輸業，郵便業（59.8兆円）

卸売業，小売業（523.9兆円）

※金融業，保険業（118兆円）

不動産業，物品賃貸業（35.3兆円）

学術研究，専門・技術サービス業（29.8兆円）

宿泊業，飲食サービス業（19.9兆円）

生活関連サービス業，娯楽業（35.4兆円）

※教育，学習支援業（11.6兆円）

医療，福祉（91.9兆円）

※複合サービス事業（4.3兆円）

※サービス業（他に分類されないもの）（34.4兆円）

東京都は17産業中13産
業（太字下線）で全国第
1位となっています。
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